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経済発展と女性における組織価値観の変化
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1 .序論
馬 淑葎
清家彰敏
中国女性が市場経済佑の中で，失業等の問題を抱えており，その中で，世界
でも稀有の男女が対等である経済が崩壊しつつあることについて分析した
（馬・清家， 1998）。次に，中国経済の新たな方向としての知識経済化の中で，女
性の占める役割と今後について述べた（馬・清家， 1999）。中国は，男女対等の
経済を前向きに転換しながら，インターネットが世界を覆っていく知識経済と
市場経済の中で，グローパルスタンダードに合わせた改革を進めるべきである
と思われる。さて，大企業の中における女性の雇用について多〈の論者は問
題としてきた。しかし， 1980年代になると，経営学は系列企業と親企業の組織
間関係を問題にするようになってきた。内部組織から組織間関係に聞く中間組
織論を取り扱うまでもなく，雇用はすでに大企業だけで論じうるものではない。
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現在はその80年代の大企業は徐々に解体され，小規模事業の集合体，小規模企
業のグループ経営の時代になろうとしている。この中での男女の相互進イじ，雇
用が間われる。最近中国では、復古的とも思われる男性中心経済への回帰を待
望するといった論文が登場している。本稿では経済発展段階の中で女性の組織
価値に対する変イむの国際比較を試みた。資料と世界各国の成功モデルを分析し
つつ，経済発展にともなう女性の組織価値に対する変佑を史的に考察した。
2. 女性労働者の社会進出の条件と背景
①一人っ子政策の予期せぬ影響と女性の社会進出
一人っ子政策が，欧米で起きたテクノロジーの発展による女性の家庭からの
開放と同じ効果を持ったということは，注目に値する。
1 ）家庭の電化等による女性の家事からの開放。
2 ）避妊法，遺伝子関連技術の発展による出産時期，育児時期の制限からの女
性の開放。
この 2つの条件のうち 2 ）が生じたことで，中国はロシアやインドに比較す
ると，女性の職場進出条件が極めて有利になった。
②戸籍制度（戸口制度）について
1949年の新中国成立まで，中国の人口移動は原則的に自由であった。 1958年
に全国人民代表大会常務委員会が「戸籍登記条例」を発布してから，都市戸籍
と農村戸籍はそれぞれ固定化した身分となり，法定の隔離制度が施行されてき
た。しかし，人口の移動を制限する戸籍管理制度は，今日では中国経済の持続
的発展を制約するマイナス要因になっていると思われる。意欲的な人材の多く
が都市部に移動できないため，都市部は限られた人材によって経済成長を達成
しなければならない。一方，それは農村部への投資が存在しないため，都市部
に海外資本等が集中投資されるといったメリットと表裏である。また，移動の
機会が農村の若者から奪われるため，せっかくの意欲と活力を削いでしまうデ
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メリットもある。そうして，都市部と農村部の聞では所得や生活水準に大きな
格差が生じた。しかし，現在はこの制度も緩んできている（注 1 ）。
中国特有の戸籍制度により，経済的後進地域からの地域移動や下から上への
社会的地位に関する上昇の道は極めて狭くなっている。出生地により移動は固
定イじされている。
戸籍制度は農村戸籍と都市戸籍を分離した農民排除を意図した都市本位の政
策であると思われる。この政策により農村部を中心に人的移動が大幅に制約さ
れている。 1995年 8 月天津市は，農民工を整理し，「外来労働者を使用できる産
業，職種についての通告」を公布した。それによれば金融・保険の業務員，
会計，出納係，電話オペレーター，営業担当者，タクシー運転手，各種切符売
り場員の担当者，エレベーター操作員等23職種で外来労働力（天津市の都市生
活者以外）を使用することを禁止し，生産現場各種人員，消防，門衛（守衛）
等22職種について外来労働者を使用することを許可することになった。
この制度では，日本や欧米であったような，労働力，特に若年男性の大量の
都市部，生産拠点への移動が起こりにくい。このため，各都市，各生産拠点は
労働力を自給，自立する必要があり，その結果，都市部の女性労働者への依存
度は高まったと思われる。女性労働者に対する導入労働者（他地域男性労働者）
による排除は米欧日のすべての国家が経験したことである。中国において，戸
籍制度はこの問題を生じさせなかった。
ホワイトカラー労働については，ほぼ他地域からの流入労働者は従事するこ
とができない。単純労働のみが，戸籍制度を免れて従事することができる。農
村部の労働者は国立大学，短大等の公的高等教育機関に入学しなければ，都市
部に移動することはできない。産業革命時，英国では生産拠点や都市部の労働
者が12 歳以下の少年労働者まで地方から動員したのと対照的である。
この戸籍制度は労働者の自然淘汰が起こりにくい。このような競争制限は，
より柔軟かっ的確な政策誘導を必要とする。均衡のとれた発展を図るために
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は，単に投資拡大に依存するだけではなく，生産要素の自由移動，即ち人材，
労働力，知識や技術の自由移動が不可欠であり，戸籍などの人の移動を制限す
る諸政策の規制緩和も急務となっている。
単位制度は農村部の労働者を縁故によって都市部へ移動させるといった側面
を持っていた。この単位への移動は縁故であるため男女の比はほぼ同比であっ
た。そのため，中国の都市部への労働力移入は男性に偏ることがなかった。こ
のことは驚異的である。なぜなら，米国の成立時，移民のほとんどは男性で，
当時の米国東海岸の男女比が 4: 1 であったのと対照的であるから。その結果，
男性労働者に比較して女性労働者は，育児，家庭の伝統でしばられ移動に制約が
あるにもかかわらず都市部で高い就業率を達成し，高度な職種に従事できた。
③高福祉低賃金制度
夫婦共働きでないと生活できないシステムが，高福祉低賃金政策の特徴であ
る。単位制度がその支援をした点については，前稿（馬， 1999）で触れた。この
政策で，中国においては高度な職業女性が世界に類例ないほど蓄積された。こ
の人材の社会登用の場は， 90年代の市場経済イじで失われつつある。そうして，
この人材を育てたインキユベーシヨンである「単位制度」の逆機能のみが現在
では強調される。しかし，労働資源開発とそのインキユベーションシステムを
考える際は，その継続性，再生産性といった視点が重要である。したがって，
今後21世紀における中国経済のファンダメンタルを形成する最大の要件として，
女性資穏とそのインキユベーションを問題とする必要がある。
また，福祉制度としての単位における，ほとんど残業なしの短時間労働
は，夫婦双方が協力して家庭をよく経営し，和やかな家庭教育環境の中で子供
を育成させることができた。その結果，女性労働者は後顧の憂いなく家庭と仕
事を両立でき，好循環が形成されていた。それに対して日本では，強制される
男性労働者への企業帰属意識と長時間労働が，特に既婚女性フルタイマーの就
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労を事実上不可能にした。かつての女性労働者の職業中断（結婚退職・育児退
職）を普遍イじするとともに，男性の長時間労働は男性の家庭責任の放棄と正常
な家庭生活の崩壊をもたらした。この結果，職業を軸として，男女の「住
み分けJ 社会が成立したのである（藤井， 1998）。
④経済のサービスイじ
1980年代に OEC D各国でおこった経済のサービス佑現象は， 90年代の中国
でもおこった。この経済のサービスイじは女性労働者にとって， 2面性を持った。
1 つは，製造業に比べて女性の体力面での弱さが強調主れず，むしろその職
務遂行の安定性によって，男性よりも適性が高い職場が増加した。
2つは，逆に女性の伝統的なものであった家事，育児，介護等が社会化した
飲食業，接待業，秘書等の増加によって生じた男女労働内容の分離である。
上海はこの 2面のどちらをとっても中国の先端的地域であり，実験的地域で
もある。中国は実験的地域での成功を全国に展開する政策モデルを行っている
が，上海はその実験地域としての条件を満たしている。しかし，ハイテクに関
する開発区のように評価基準が単純ではないのが，サービス経済イじが進展して
いる地域の特徴である。サービス経済化のモデルを評価する基準が整備され，
上海モデルが国家主導で展開されることも考えられる。
国家主導が存在しない場合は，米欧自において行われたように，市場経済イじ
が自己組織イじ的に進行することになる。
⑤中国政府の支援策
政治が行政命令で男女の雇用の均等を積極的に進めることを指示した。その
結果，市場経済によって女性が多くの国において受けた不利のかなりな部分が
解消された。大学卒業後の進路が国家によって決定されるといった非合理な面
はあったが，反面麗用の男女比は女性に有利に維持された。
「企業があって国が儲かる企業」と「国があって企業が儲かる企業」とある。
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この 2つについては自ずと政府の支援は差が出てしかるべきである。その点で，
中国政府の政策は，前者に重点があり，現在も女性労働者の比率は前者のほう
が高い。
3. 中国における市場化と女性の失業問題
一般的に景気調整弁としての女性労働者の存在が指摘されるように，通常不
況では失業率は女性の方が男性よりも高くなる傾向にある（注 2 ）。
その第 1 の原因は，計画経済時代から高就業政策を実施した結果として，中
国は現在，総人口比の就業率は発展途上国と先進国のいずれの平均水準よりも
大きく上回っており，女性の就業率でも群を抜いている。大震の下闘労働者の
出現（注 3 ）は，中国がかつての行政主導型の高就業モデルから，市場調整型
の就業モデルに転換する陣痛期にあることを示すものであろう。
第 2 の原因は，中国は現在，産業構造の大規模な調整期に直面している（注
4 ）。深刻な構造変化は紡績，繊維，石炭，冶金，機械，鉱業，軍需などの伝統
産業の固有企業を生産ラインの稼動停止，若しくは休業，ひいては破産まで追
込み，大量の下尚労働者を生み出したのである。現在の高失業率は，経済構造
の変イじによる構造的失業問題である。巨大調整の波に洗われる紡績，繊維業界
でわりに集中された女性が，そのために，多くの産業犠牲者として産まれてき
た。
第 3 としては，経済の中心となる企業の変化があげられる。国営企業中心の
経済から民営企業中心への変イじで、ある。近年の市場経済の発展は，中国経済に
占める国有企業のウエイトを著しく低下させたが，他方，非固有企業はまだ固
有企業の余剰労働者を大量に吸収するほどには成長していない。1985年から1997
年までに，固有企業が工業総生産に占める割合は 64.9%から 26.5見へと大幅に減
少したのに対して，固有企業従業員の工業企業従業員総数に占める割合は殆ど
変わっていない。下闘労働者とは，このような国有企業の余剰労働者を顕在他
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させ，非国有企業に吸収移動させるまでの待機期間を作るというやむを得ない
選択である。
第 4 として，注目すべき点は，近年の中国経済の高度成長は，それによって
当然生じるはずの労働力需要を生み出す型の成長ではなかったことである。成
長に見合った高就業率を伴なっていない。過去 5 年間，中国は平均11見を超える
経済成長を達成したのに， 1.3%しか伸びなかった。経済発展は，資本投入によ
る成長が行われたにもかかわらず，新規労働者を大量に吸収するどころか，国
有企業の既存労働者を押し出す結果となった。
中国，ロシアにおいては，市場経済化の進展は急速である。この最大の影響
を受ける存在の一つが女性労働者である。特に中国では，今後進むと考えられ
る国有企業の解体，再構築が，決定的に女性の職場を奪うと考えられている。
北京統計局によると，女性はレイオフされた者の 7割近くに達しており，国有
企業のリストラのしわ寄せを女性が受けている（注 5 ）。ロシアでも女性の失業
者が80%を占める。組織再構築は，多くの企業で競争力の向上という原理のも
と女性を排除する方向で行われている。その結果，女性は仕事を奪われ，その
上で家庭においては，家庭内労働は正当に評価されず，一方，市場化による家
計の悪イじでより劣悪な職場での労働を強いられる。
長期にわたって中国政府が行ってきた「低賃金・高就業」政策は一般家庭で
は共働きでないと成立し得ない。男性一人の収入では家計が維持できないから
である。したがって，大量の女子失業者に多様な就業環境を準備する必要があ
る。倒産企業の従業員の再就職は，現在の労働市場では多くは期待できない。
今， 30 歳代でも希望退職の対象となる。倒産企業の従業員の再就職は政府の
行政手段で解決されるというのが建前であるが，政府の機能にも限界があり，
上記の機関の設置にもかかわらず，実効は上がっていない。
本来遂行可能な職能以下での女t性労働への好ましからざる圧力は，経済資源
としての女性労働の浪費，非効率な使用といった経済損失につながる。中華全
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国婦女連合会の顧秀蓮副主席は国有企業改革に伴う大量の解雇，レイオフ
も「大半が女』性」として，都市部の女性の地位向上に課題が残っているとの認
識を示した (1999 年）。
失業問題に対応して，各地では職業紹介サービスセンター，職業訓練セン
ターを多く設置した。だが，それでも十分失業問題に対応できていない。それ
らの機関を通して就業できるものは全体の 20%といわれている。社会的受け皿
として，非固有企業を更に発展させ（註 6 ），それを通じて国有企業の余剰人
員，倒産企業の失業者を吸収することが一つの有効な方法であるが，それは社
会的弱者にとっては厳しい状況におかれる。
4. 女性に関する復古的論議
市場経済イじの進展とともに女子労働者の就職動機，願望も変わってきた。共
産中国の女性は政治的観点での就職動機が強く支配されていた。しかし，市場
経済の発展と同時に女子労働者の就職動機は，急激に経済的観点に変化した。
この変化は男性よりはるかに急激であった。 90年代，女性は， 3つの就職動機
「自己実現・企業社会への参加・家計への貢献」のうち「家計への貢献」を最大
の関心とせざるを得ない経済的状況に追い込まれた。
ここで， 2つの選択肢が存在する。それはポジティブに男女の協動関係を職
場の中で見出そうとする立場（次節にて後述）と，ネガティブに職場での女性
の存在を規定しようとする立場の 2つである。後者について，失業の深刻化に
ともない，中国にはかつての伝統的女性観が復活する傾向が見られる。市場経
済化の失業に加えて，労働力人口が急増し，それに対応した就業の場の増加が
間に合わない。この労働市場における供給過剰は急速に社会問題佑しつつある。
この中で，就業機会と就業者についてのマクロ的な見解として，男性の就業を
女性より優先すべきであるとの復古的とも思われる論議がある。
このような中国の新しい動向「古典的日本型モデルを採用すべきといった論
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議J を分析してみよう。このモデルは便宜上提案者の名前をとって，車・周の
モデルと呼んでみよう。車・周のモデルは以下である。
車・周 (1998）によれば，中国における就業制度改革は，夫婦共働き制度と
違って家庭内で一人だけ働かせる制度（夫あるいは妻のみ働くこと）へ移行す
べきだということである。つまり，一つの家庭では原則として夫婦二人のうち
で一人しか就業を許可できない。その結果，就職の場を合理的に配分し，社会
の安定を維持させ，労働生産性を高め，就業人員の年齢層の構成を合理イじさ
せる。それは，中国の就業現状にもっとも相応した就職モデルとして提案され
ている。このモデルのメリットは以下である。
現在は，夫婦二人ともが就業機会を奪われている家庭があるかと思えば，そ
れに対して，夫婦とも就業し高給を得ているといった不均衡傾向が，各所に見
られる。夫（妻）のみ働くことにより，一つの家庭において一人の雇用が基本
的に保証できる比率が飛躍的に高まる。表向きでは単なる平均的配分であり，
市場経済佑における労働力資源の自然配置と移動の原理に符合しないと思われ
るかもしれない。しかし，マクロ経済から見ると，家庭と社会の秩序と安定を
維持でき，労働者が家事労働から解放され，仕事に専念できるモデルでもある。
それは，科学的，公平的，情理にあうものと車・周は指摘している。また，法
律の側面からみると，その家庭と個人の労働の権利や生存の権利を保証しやす
い。したがって，労働力資額の合理的配置モデルの一つであると考えられる。
特に，都市部での夫婦共働きは，多くの従業員にとって仕事と家庭を両立さ
せることが困難である。仕事においても専念できずマイナスになり，一方，子
供の教育，家庭生活にもマイナスの影響をもたらすといった指摘である。この結
果，労働生産性が低下し，賃金の低下をもたらし，その結果，失職するという
悪循環がおこる。
このモデルは，家庭内での家事・育児機能の専業化・高度イじを進め，その結
果，家庭の機能が高まり，社会インフラ投資を大き〈削減できる。また，若年
労働者の雇用が，既就業者の家庭への移動による就業機会の増加で，促進され
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る。日本においては，女性は結婚すれば退職し，夫が仕事に専念できるよう家
庭におけるすべての仕事を行う。その結果，日本は高い労働生産性を達成した。
女性が家庭に戻って，子供の教育をする。この旧日本型モデルは，年金制度
と表裏一体である。この年金制度を前提にして旧日本型モデルは成立する。日
本の今の年金制度に対する理解なしに，旧日本型モデルを適用しようとする，
車・周の論議は，現実的ではない。旧日本型モデルを車・周は支持しているが
このモデルは今の中国にふさわしいモデルとは思われない。悪循環になる可能
性が強い。
夫婦双方が仕事上有能であるとするならば，一人をやめさせることは社会的
な損失である。子供の教育は専門職能としての家庭教師や保母に任せることに
よって，保母（保父）等の雇用が発生する。家事支援の社会的サービス創造の
雇用創出効果がある（注 7 ）。中国においては， 1 歳から 2歳の子供の約60%
は保母に養育されているといわれている。生活レベルの高い家庭は，寮制度の
ある私立幼稚園に預ける。子供のいる家庭では，給与の半分が保母へ支払われ
るともいわれる。市場経済佑でも中国では幼稚園ビジネスが高い成長率を誇っ
ている。多くは台湾からビジネスチャンスを求めて，中国に進出している。大
学の教員を辞めて，創業する事例もみられる。
日本では，子供は幼児期，親がすべて育てるべきとの説がある。しかし一方
では，母親が子供に関与しすぎるとの考え方もある。子供は母親以外の多くの
成人との出会いで自己を形成していく。その機会を与える意味でも，家庭教師，
保母の社会的機能が重要である。
共働き家庭に「就業資調占有税」を取ることによって，女』性を家庭へ戻すこ
とができるという車・周の考えは，日本の配偶者控除の理念と同じであるが，
これは有能な女性の社会貢献の場を失わせるだけでなく，中国の100万人にもお
よぶ女性研究者といった世界屈指の人的資産を崩壊させることにつながる。
共産国家は男性の闘争心発揮の場を限定させる傾向があった。そのようなかっ
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ての統制社会の反動で，男性は長期志向の知識蓄積より，短期志向の機会獲得
を求め，ビジネス，キャッチアップ，投機といった志向が強くなっている。経
済闘争の場の中で米欧目の子供たちは親をみて育っている。したがって，彼ら
の多くはそれの勝者となることにも，敗者となることにも懐疑的である。しか
し，中国の男性たちは経済闘争をしている親を見ていない。このことは中国男
性の経済闘争とその勝者になることへの強い価値を生じさせている。これが共
産国家の市場経済イじの一般的現象であると思われる。これを放置すれば，社会
的な知識ストヅクは，短期的な投機発想、で，安易にフローに変えられ，知識基
盤は崩壊していく。
車・周は，かつての旧経済体制における終身雇用，年功序列的な雇用を前提
に論を展開しているかにみえる。固定的な職場がその発想の前提にある。現在
の知識経済化，市場経済化が進む中国は，かつての中国ではない。就職の時期
も自由化され，職場選択も自由佑し，在宅勤務，サテライトオフィスも登場し
てきている。
中国の絹産業における絹の品質はある時期の短期的な行動によって永久に失
われた。文化大革命は絹の蚕の繭を散逸，消滅させた。世界に誇る絹の品質を
守ってきたのは，気の速くなるような長期間の蚕の品穣改良であった。この長
期的知識蓄積は，短期の行動によって，一瞬に失われたのである。これと同じ
ことが市場経済化の中で起こる可能性がある。
男性が短期志向に走る中で，各科学分野，産業領域で長期的な知識をそのパー
トナーとして保存するのが「天の半分を支える女性（毛沢東）」であると考
えれば，市場経済化，知識経済化が進む中国で，女性を家庭に追いやるのはマ
イナスである。
車・周の論文は，事例に乏しい傾向があるが，要約すれば，以下の 3つの結
論に帰結する。 1 ）家事・育児，職場に専業させることにより，それぞれの生
産性を上げ，仕事の高度化が促進される， 2 ）個人単位でなく，家庭単位に就
業機会をふり分ける， 3 ）家庭単位で最低一人の就業機会を保証することは中
- 207 (685）一
国の歴史的慣行に合っている。このモデルにおける，男性が就業，女性が家庭
という分業は，自然に形成されたと車・周は考えており，自然形成であるがゆ
えに極めて合理的なモデルであるに違いないとの考え方に立っている。また，
このモデルは個人より国家全体を優先させることにより，最終的に個人が恩恵
を受けるとの考えに立っている。論文では，家事を行う存在を女性と限定せ
ず，男女を問わず適性に任せるべきだとは言っているが，女性がその対象とな
ることは否定できない。それは，女性は家事に専念する代償として，就業機会
を奪われた以上の，経済的，精神的安定といった利益を享受できるという点を
強調していることからもそれは伺える。
このモデルを徹底させるため，男女共働きの家庭は，「就業資源占用税」を払
うべきであるとの指摘は，近代税制の原則の一つであると思われる「貢献と享
受」は対応するといった考えと矛盾すると考えられる。
上記のモデルは，日本における女性の家事専念の現状を多分に意識しており，
過去の中国，多くの固において過去に見られたモデルであると思われる。しか
し，このモデルは当の日本において多くの問題点が指摘されている。このモデ
ルは「日本型モデル（旧日本型モデルと規定すべきかもしれない）」と規定でき
る。
日本の家事専念は「専業主婦」の概念と対応している。この「主婦」の概念
は今井 (1992）によれば，英語のhousewifeに相当する訳語であり， 「同居する
妾を前提とした妻の位置の重要さJ ，「正妻は妾に対して主（あるじ）であるか
ら主婦」であるとされている。つまり，現在のおおかたの人が信じているような
大正デモクラシ一期の都市中間層，いわゆるホワイトカラー層の成立によって
「主婦」の概念が誕生したのではないというものである。しかし，この主婦と
いう概念は，日本の少なくとも第 2次世界大戦以前は，社会的，家庭的に抑圧
された存在としての女性をあらわす概念でもあったと思われる。この抑圧され
た存在としての女性は，第 2次世界大戦以後の女性解放運動に伴って，日本に
おいても社会的解放，家庭的解放運動が起こった。新憲法の施行 (1947年）や，
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民法の改正によって，日本の家族制度は戸主を頂点とした「家」制度から夫婦
対等な関係を中心とした夫婦家族制にもとづくものに理念的には変佑した。こ
れ以後，欧米，中国では，この運動は社会，家庭の両方で平行して進んだ。と
ころが，日本においては家庭内だけの解放へといびつな形で特イじした。
高度成長期は，地方からの労働力が都市部への流入によって起こった。この
労働力は東北地方，九州地方といった都市部から遠く離れた地域の長男，長女
以外の成人男女であった。彼らはやがて家庭を持ち，彼女らは主婦となった。
この家庭は遠〈親元から離れ，なおかつ男性は朝早くから夜遅くまで働き，主
婦は家庭で子供とともにほとんどの時間を過ごした。このとき，主婦は家庭の
主役であり，子供の支配者でさえあった。現在の主婦＝家事労働の担い手とい
う図式がこの時点で確立した（矢木公子）。家庭内に成人女性が一人しかい
ない図式である。つまり，彼女たちの家庭的解放は，女性解放論者のいう他者
からの解放によってではなく，孤立といったいびつな形によって実現されたの
である。かつて女性の抑圧者であった親は空間的に遠く離れ，夫は企業での職
務によって時間的に切り醗されたのである。主婦とはこのように空間的，時間
的に抑圧者を排除するシステムとして，日本女性史の中で位置づけることがで
きる。そこでは「家」制度から解放された妻・母・主婦が女性にとって目下の
実現すべき理想として浮かひや上がってきて，敗戦後の 5年間にみられたような
女性も男性と同様に社会進出し，男性も家庭責任を負うという理念は急速に影
の薄いものとなってきていた（矢木公子）。
しかし，この家庭的解放はある意味で完全で完結的であった。したがって，
日本においては，女性問題が家庭の解放においてあまりに完結であったがゆえ
に，社会的解放がむしろ後退した。彼女たちは家庭だけの解放で十分満足した
のである。しかし，彼女たちの娘たちにとっては，主婦は十分満足のいくもの
ではなかった。それが現在の日本における社会的女性解放の動向になっている。
なお，主婦が「専業主婦」と「兼業主婦」の 2つの概念に分けられるといっ
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たことが統計上表れ，社会的に専業主婦という言葉が一般イじしたのは1960年代
と考えられる。
中国において今後論議される「専業主婦」の是非に関する論議は，すでに五
次にわたり日本において論議されてきた。
第一次は， 1960年以前に展開された論であり，女性は社会的存在であるべき
か，それとも家庭的存在であるべきかが，実態に関係な〈論じられた。第二次
は，核家族の定着とライフサイクルの変イじによって，固定化された分業体制（男
性が企業，女性が家庭）の枠の中で，時間とお金に余裕のある主婦が趣味，教
養，スポーツに生き甲斐を求めるといった考えに対する是非である。一般的な
海外の日本の専業主婦に対するイメージはこれであると思われる。第三次は，よ
り積極的に，専業主婦をもっとも解放された存在として規定しようとするもの
である。家計の責任を負うことなく，自由に何事にも取り組める立場であり，
人間らしい生活をもっとも享受できる存在といったイメージである。しかし，
これに対しては，すぐ経済的自立のない解放は考えられないと言った反論がみ
られた。第四次は，家庭における家事・育児はすでに社会佑し，社会の生産の
一部であると捉える論議である。したがって，女性はその生産の職場である家
庭でどのように合理的に振る舞うか，また自立を前提に女性を考え，目立のあ
り方に対する論議である。ここでは，パート労働，男性の労働の対価を家族に
おける分配の立場で論じた。しかし，これは基本的にゼロサム仮説，男女によ
る創造を指すのではなく，分配を正当イじ，合理イじする考えである。専業主婦は
資本主義社会における積極的な役割を持った存在であるとの認識から出発して
いる。第五次は，家事自体の変質がもたらす論議である。 かつての家事に比較
して，現在の家事は家事労働の外部委託，機械イじによりすでに家事は単純佑し，
積極的な意味を見いだし難くなっている。つまり，日常の家事は専業者を置く
ほどの価値をもはや見いだせない。かつてのような家事は家族全員のセレモニ
ーとして，むしろ全員で行うことに積極的な意味を持たせるべきであるとの立
場である。
- 210 (688）一
5. 復古的モデルへの批判
日本型モデルは男女の役割分担であり，明治の「イエ」システム（公文・佐
藤・村上 r文明としてのイエシステム』）の企業への拡張であると思われる。
男性が仕事をし，女性が育児・家事を行うといった単純イじされた男女分業モデ
ルである。このモデルは男性が仕事の場である企業ヘ出社し，その間，家庭は
女性が育児・家事の場として管理する。男性は企業の場で，男性のみの職務構
造を形成し，男性のみの昇進構造を経て，キャリアを形成し，定年という形で
退社するまで，育児・家事は基本的に行わない。
一方の女性は，基本的に男性の給与に全面的に依存し，その分配については
高度成長初期においては男性が意思決定する事例が多〈，成長後期において
は，女性が分配の意思決定をする事例が中心となった。しかし，基本的に女性
は男性に扶養されている状況はどちらも同じである。
このモデルは，以下のミクロモデルが成立することが条件である。①給料の
伸びが家計を上回る，②余剰が生じる，③女性が家庭に入る，④男性が仕事に
専念できる，⑤男性が昇進する，⑥より昇進し，給料の伸びがさらに高くなる，
⑦その家庭は余剰がより大きくなる，＠女性も家庭で消費生活に満足できる，
⑨他の女性もそれに倣う，①に戻る。
このモデルは極めて分かりやすいため，多くの利点を持っている。例えば，
男性と女性のスタンダードがはっきりするため，ビジネスのターゲットが設定
しやすい。また，男女をそのスタンダードに追い込むため，向性閣の競争によ
る効率の向上が期待でき，そのための誘導・強制が容易である。
一方，このモデルを維持するには，給与の上昇が極めて急であり，女性と子
供を育児できるだけの給与を男性，特に学齢期に達した子供をもっ父親が獲得
できると多くの人が信じうるといった背景が必要である。これが存在しないと，
女性は育児・家事に専念することが困難になる。日本においては，成長期の給
与の高成長に裏付けられた終身雇用・年功序列制度がこれを支援した。成熟期
に入ってからは，このシステムは崩れると思われたが，多くの企業は，女性を
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結婚退職，パート労働等によるバッファとして使い，擬似的に崩壊しそうな年
功序列を維持してきた（おそらく，パートの低賃金がなければ，中高年の高給
は保証できなかった）。このモデルは「修正日本型モデル」と規定する。このモ
デルは，かつての日本型モデル以上に女性の社会進出の障害となって，社会発
展を悶害した可能性がある。この点については本論からはずれるので論じない。
中国と異なり，高度成長期，日本では専攻分野における極端な男女の数的偏
りがみられた。男性は圧倒的に理工学系に集中する一方，女性は人文・教育・
家政学系への集中が特徴的であった。これは車・周の復古的論議が支持する日
本型モデルに対応した進学形態であった。ところが，この日本型モデルは高度
成長の鈍佑，成熟とともに 70 年代後半，崩れ始めた。その移行型を示唆したの
が天野 (1982）である。天野によると，経済の成熟と就職難を背景に，男性が
「就職に有利」とされる目的志向型に専攻分野を選択し，就職意欲をアピール
するようになったことが指摘された。また，女性においても専門分野を，就職
に有利な特定の教育や保健（「女性型専門職」「準専門職」）ヘ特佑し，男性同
様に自己をアピールするような層があらわれてきた。その結果，女性は従来の
「教養」的色彩の濃い人文科学への進学を希望する層と新しい専門指向の進路
選択をする女性とに二分イじされてきたと述べている（天野， 1982）。しかし，こ
の天野の指摘は，男性と同様な職種を意欲的に選択する新しい女性については
言及していない。しかし，近年，女』性の男’性優位といわれた専攻への進学率が
上昇し，人文・教育・家政学系が減少しつつある。この新しい女性を加えたモ
デルについては，日本においても模索されている状況である。
ところが，このような日本型の限界が指摘される中で，古典的な日本型モデ
ルが中国で提示されてきた。本稿では，成長期において日本で適合的と考えら
れたモデルが，中国では適合的かどうか。また，成熟期においてそのモデル
が，日本では適合的でなくなったが，中国でもそのようになる可能性がある
かどうか。また，このような成長期から成熟期に転換する際，大きなモデルの
変更を前提とするモデルの採用が是か非かの検討を試みたい。
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車・周モデルは，かつての男女平等に立った家族，社会システムといった中
国の家族戦略の転換を要求する。「良い女の子」や「良妻賢母」の養成を教育の
中心におき，両親の娘に対する学歴投資は，単に経済的余裕に裏打ちされた思
恵ゃいい婚姻を期待するにとどまらない。それを超えて，女性に関しては学歴・
資格の効果が社会で発揮できない。現在の中国の男女平等社会における「高学
歴女t性の後継者」が，平等の扱いを拒否され，伝統的女性のライフコースへの
志向を期待される。これは，男性中心の伝統価値にもとづく女性向けに設定さ
れた人生経路の遵守を，社会的に強いられることを意味する。
このような伝統的価値にもとづく専業主婦への社会的強制は，男女平等社会
中国において，男性を凌駕する社会的活動・貢献をし，そのような人生に生き
甲斐を見いだしてきた中国女性にとって，想像を絶する苦痛となる。中国にお
いて，倒産した国有企業で重要な仕事に従事していた女性が，転職先が見つか
らないため，そのまま倒産企業に出社する事例がみられる。その女性の伴侶は
経済力があるため，その女性は家庭に入るべきであるとの指摘もあるが，その
女性からみると仕事をすることは，その女性の人生そのものであり，専業主婦
になることはとうてい受け入れられない。また，伴侶が日本で就職したけれど
も，日本の育児環境が悪いため，やむを得ず専業主婦となった中国女性が精神
不安定になるといった事例が多くある。このように，中国女性にとって就業は
その存在そのものを証明するものとなっていると考えられる。また，博報堂の
調査によると女性の意識も所得で変わる（注 8 ）。女性が目指すタイプは平均
所得が高い都市ほど，）｜聞に「家族重視」型・「ハイクラス（上流社会志向）」型・
「キャリアウーマン」型へと目標が変イじする。更に所得が高〈なるとキャリア
志向は減り「クールタイプ」型に達する。異性の関心を引き，流行を先取する
クールタイプ女性に憧れるようになる（注 9 ）。中国の先進地域広州の女性は
「ハイクラス」段階であると朝日新聞は分析しているが，これは「キャリアウー
マン」段階を次に志向する過程と思われる。中国で男女平等で育った女性
は，先進地域を中心にその社会的活動の場を見いだすと思われ，家族重視型の
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志向の傾向が表れるとは考えがたい。
ジョブ・ローテーションは馬 (1998）で述べたように，日本において，女性
の社会進出の妨げとなってきた。その結果，日本の女性は補助労働者として位
置づけられてきた。それに対して，トヨタ等において行われているビジネス・
ローテーション（清家， 1995）の概念は，日本において女性の職場進出を支援す
る経営概念と考えられる。これは，ジョブ・ローテーシヨンが人的移動である
のに対して，ビジネス，商品・製品・サービスが移動する。したがって，転勤
等で育児，生活環境が大きく変わることが少ない。このシステムに日本社会が
進んでいくとすれば，日本においては女性の進出条件が，今後改善することが
考えられる。そのような状況において，中国で再度，日本型女性雇用モデルの
是非を論じることは，意味があるとは思われない。このような論議は，もう一
つの社会主義大国ロシアにおいても，同様に存在する。
ロシア正教（Orthodox）はロシア民族の価値観において重要な役割を果たし
てきた。その宗教によって選守されるべき伝統的な女性の美徳は，天職として
の母親像である。そのため，女性に対する宗教的制約力は女性の家庭内の地位
へ影響を与えてきた。ロシア正教が支配的であった時代，この宗教的制約によ
る「家訓」（domostroi）は，伝統的なロシア社会で女性の地位に影響を与える重
要な要因であった。その主な思想は，日常生活と家事において，家長である父
親と夫に無条件に服従すべきであるといったものであった。このロシア正教か
ら発した思想が，過去のロシアにおける社会と家庭の男性支配を正統づけ，ロ
シア世界を形成した主な要因であった。
ところが， 19世紀後半，数多くの若い女性は，「知識と自由」のために家庭を
離れて社会進出し，更には高等教育を受け，ロシアを離れて外国へも留学し
た。そうして，学んだ産科，看護等の知識を生かして田舎に赴き，貧しい農民
たちを援助した。これらの社会運動への積極的な参与者であった若い女性たち
は，やがてロシア女性の家庭からの解放，男女平等社会の実現において大きな役
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割を果たすことになる。やがて， 1917年のロシア革命，ソ連の成立によって，
女性は解放され，男女平等社会が理念的には成立した。
しかし，旧ソ連においてさえ，女性は，長期にわたって家庭と仕事の両立と
いう「二重の重荷」を背負わされてきた。ソ連女性はほとんど全て職業女性で
あり， 1987年に女性労働者は全就業人口の51%を占めた。しかし，家事労働は
依然女性を中心に担われていた。 1989年の調査によれば， 56%の被調査者は女
性が男性より家事労働の負担が重いと認めている。
女性は労働市場から退出し伝統的な家庭に復帰するといった傾向が，旧ソ連
の崩壊とともに顕在佑してきた。 1985年にゴルバチョフは，ペレストロイカ
(Perestroika）改革を行い，彼のペレストロイカに関する著作では，如何に女性
をその原始的任務（母親の天職）に回帰させうるかを論じていた。またこの傾
向は，ソビエト婦女委員会（Soviet Women’s Committee）の代表者による「女性
問題」に関する発言によって助長された。ロシアは中田と異なり，政府が女性
を，その最も原始的役柄一母親へ回帰するよう，教唆してきたのである。
男女雇用均等法と労働基準法が1999年 4月改正されて，男女平等が強調され
た結果，男女平等をたてに，本人の望まない遠隔地への転勤を求め，女性が退
職に追い込まれる例も出ている。中野麻美弁護士は「均等法と労働法の改正
は，使用者側にしてみれば労働条件の規制緩和。企業環境がきびしい中では長
く働かせ，配転も自由だという理論で使われる恐れもある」と述べている（朝
日新聞 1999.10.16 夕刊）。
総務庁の労働力調査では，日本の女性管理職数（係長を含む）は 22 万人で，
管理職全体に占める割合は 9.2%で，米国の 43.8%，ドイツの 27% （いずれも
1996 年）に，比べ，遅れが際立つている。そして，そのほとんどは係長である
と思われる。なぜなら，労働省が 1999 年 1 月に行った女性管理基本調査では，
部長相当職は1.2%，課長総当職は2.4%，係長相当職は7.8% となっている
(95 年度から変化無し）。
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6. 知識経済化と中国女性
事業創造モデルの史的変遷
事業戦略は事業創進（事業創造モデル）を前提とする。事業創造には，技術・
市場・資金・人材の集積効果による相互作用が重要であり，その創造過程は事
業創造モデルとして客観イじされる。事業創造モデルは， 70 年代までのアパナシー
(1982）の内部組織を中心とした事業創道モデル（第 1期「アパナシーモデル」）
から， 80年代日本型の“系列”である階層的企業集団モデル（第 2期「日本型
モデル」）へと転換した。世界の企業の戦略は，常にこの事業創造モデルの変化
に合わせて構築されてきた。次いで， 80年代の米国シリコンパレーの成功と日
本型の学習を受け，マルチメディアにおける事業創造環境整備によって， 90年
代に米国経済は大きな成功をおさめた。この結果， 90年代以降，世界の事業創
造モデルは，シリコンバレー型のネットワークモデル（第3期「シリコンパレー
モデル」）へと転換した。
このシリコンパレーモデルの検証とその次世代モデルの模索は，現在の最大
の研究課題である。さて，マルチメディア化は，すべての国家・産業において
事業創造環境を画期的に整備しつつある。この整備は，従来の少数の知的エ
リートによるメディア，経済支配を崩壊させつつある。米国国防総省において
少数のエリートの意志から始まったインターネットは，エリートによる経済か
ら知的活動までの世界支配を完膚なまでに破壊し，知的活動に“混沌”をもた
らそうとしている。すべての知識をインターネット上で 0, 1 のデジタル情報
に転換する。この結果，あらゆる分野，レベルの知識がインターネット上で結
びっく知識を前提とする経済（知識経済）である。インターネット上では，世
界中の，歴史上すべての知識が融合される可能性と権利を持っている。 NASA
の最先端の宇宙技術とエキゾチックな12世紀，アフリカの民族衣装といった 2
つの「異質で，時間的にも空間的にも速く離れた知識」が融合し，世界的な大
ヒット商品を産むかもしれない。これがインターネット上での混沌と創造であ
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る。
事業創造にとって，混沌は，新たな知識資源を獲得する方策をもたらす。知
的エリート以外からの広範囲な知識資源の獲得に加えて，価値観の混沌は，従
来知識資源として評価されなかった知識資額にその場を与えることになる。例
えば，経済学以外の学説が経済を変える，アメリカインディアンの知恵が地球
問題を解決する，といったことは日常的になる。 21世紀における混沌とは“豊
かな混沌”である。
ところで，次世代の事業創造モデルは，アジアの経済発展を説明できるモデ
ルである必要がある。アジアは世界の中心の地位に再び還ろうとしている。ア
ジアの思想的底流は，従来の欧米的進化論に立ったトインビーの「発展型」経
済史観とは明らかに異なる。従来の経済史観では，包含困難な“空・無・輪廻・
円”といった史観を持った世界である。例えば，アジアにおける意思決定を説
明するのに，“循環”といった言葉を規定すれば，アジア人の多くは共感を持っ
て広く受け容れるのではないか，と思われる。
マルチメディア・地球環境・アジアをキーワードにすると，「混沌・循環」と
いった「はじめも終わりもない」モデルが考えられる。アジアヘ世界経済の重
心が大きく移ろうとし，物質文明が知識文明へと移行していく，そのような 21
世紀の経済，経営，事業を構想するとき，従来のすべてのパラダイムは再考さ
れる必要がある。次世代事業創造モデルは，近代以降の思想を支配してきた進
佑論への問いかけと再構築で，構想されると思われる。アパナシー，日本型，
シリコンパレーの 1 期から 3期までのモデルは，「一方向的因果関係」モデル
であった。主体と客体は，明確にその機能で区分，規定できた。しかし，アジ
アを中心とした新しい知識文明における事業創造は，「多様な相互関係」モデ
ルへの転換といった変イじである。
1995年 5 月26 日，北京で聞かれた全国科学技術大会で，初めて『科教興国』
（科学技術と教育で国を興す）戦略が打ち出された。今現，ft，知識経済が姿を露
わし始め，新興産業が後を絶たない。人類がグローバルな科学技術革命を経験
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している（張・居， 1999）。
去年，スイスの IMD が発表した『国際競争力報告』では，中国の科学技術競
争力が世界の第13位で， 1997年に比べランクは七つも上昇したことを示してい
る。知識経済の時代では，知識創造力と技術創造力を含む国家の創造力は，国
の国際競争力及び世界の地位を決める重要な要素となっている。
中国はもっとも知識経済に政府首脳が高い関心を示している。 1999年12月 15
日に中国共産党中央政府と国務院による行われた「中央経済工作会議」におい
て，来年度の経済施策について 5項目の任務（目標）を提出した。その中の 1
つは「科学技術の進歩を加速，技術イノベーションの能力を高め，経済の建設
は科学技術をもとにし，科学技術研究を経済建設に方向付けるという方針を貫
徹し，科学技術体制改革をさらに深イじさせ，科学技術と産業との結合メカニズ
ムを実現させる」である。
ところで，知識経済についての理解はかならずしも世界的に共通認識がある
とは思われない。インターネットがもたらすこの経済について考察してみよう。
デジタルイじされる知識は日常から最先端，歴史上の文献まで，人類が関わった
すべての知識にわたる。一度，インターネット上で書かれたデジタルイじされた
知識は永久に消えることはない。さて，この膨大な知識はどのような振る舞い
をするかが問題となる。
これらの知識は融合されることによって，思いもかけぬ新しい知識として創
造される。その擦の競争力は知識の質である。もっとも競争力を持つ知識は科
学技術と芸術・文化・伝統芸能である。これらは，他の知識に比べて独自性・
異質性・一貫性で卓抜している。科学技術知識で世界の頂点に立つのは米国で
ある。次いで，欧日，そして，ロシア・中国といった軍事強国である。一方，
芸術・文他・伝統芸能は中国を頂点とし，インド，欧州である。
このように，考えると知識経済において競争力を持つ国家として，中国に焦
点が当たることになる。中国が膨大な科学技術と芸術・文佑・伝統芸能をデジ
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タルイじし，その知識を融合イじできる巨大なプラットフォームを形成すれば，こ
れは世界のすべての国にとって垂涯の的となる。これが中国語で創造されたと
すれば，米国の情報佑における覇権は脅威にさらされるかもしれない。このこ
とに中国政府以上に気づいているのは，ピル・ゲイツ等の先端的なベンチャー
経営者かもしれない。
中国では，過去の計画経済の影響で，科学技術研究資源は主に 5000 余りの国
公立研究所に集中し，企業での科学技術研究への投資はかつては皆無に等し
〈，現在でも大変不足している。また，市場メカニズムの不完全さ，現在のイノ
ベーション制度及び運用メカニズムの不合理も加わって，競争のメリットがイノ
ベーションに反映されない。この点で，ハイテクの市場競争のメリットが民間
企業において表れてくるのにはまだ時聞が必要である。したがって，科学技術
研究システムは，民間企業を内包するものとして再構成し，国公立研究所と企
業のトータルでの改革を深化し，ナショナル・イノベーション・システムを構
築するのが目前の課題である。
フリーマン等によれば，ナショナル・イノベーション・システムは 4つのシ
ステム，すなわち，知識イノベーション・システム，技術イノベーション・シ
ステム，知識伝播システム，知識応用システムで構成される。知識イノベーシヨ
ン・システムは技術イノベーション・システムの基盤と源泉であり，技術イノ
ベーション・システムは企業発展の根源となっている。知識伝播システムは高
度な人材の養成と移動の機能を持っている。知識応用システムは科学技術の知
識が現実的な生産力に転換することを促す。ナショナル・イノベーション・シ
ステムは，上記の 4つのシステムがそれぞれ機能し，シナジー効果を発揮す
る，それは互いに交差しあい，相互的支援する「開放的有機体」である。
さて，ナショナル・イノベーション・システムの担い手は，男女平等にその能
力と義務を持っている。
しかし，その男女は特に多くのその能力を発揮することに対して，拘束と制
-219 (697）一
約を持っている。その拘束と制約を減らすシステムが社会的に企画されなけれ
ばならない。特にそれは女性に対して重要である。男女が家庭生活をしながら
就業しやすい環境を支援する「家庭に優しい規定J としては，弾力的な労働時
間制（フレックス・タイム制等）がもっとも一般的である。これは子供などの
扶養家族の年齢に関係なく労働者を支援でき，また企業にとっても費用がかか
らない。弾力的な労働時間制が，労働者の職務満足度やストレス低下に影響を
及ぼす重要な要素であることも明らかとなっている。個々の職場のニーズに
合った，家庭に優しい規定を実施するための有効な手段である。しかし，この
フレックス・タイム制等でも多くの女性支援には限界がある。この限界の中で
も，意欲的な女性，女性成功者は次々， 21世紀に向かつて登場してきている。
最近米国の調査によると，多数の米国人は女性が政治やビジネスのリーダー
になることを支持する。「女性は男性と比べて仕事がよくできる。それは，女性
が新しい問題に対して男性よりより高い社会性をもって取り組み，多くの人の
家庭生活を両立できるように企業や政府の計画を立てられること，道徳を重視
し誠実で信用できることが支持されている。また女性は，創業やイノベーシヨ
ン，或いは新課題への開発に優れているていると考えられている」。米国におけ
る代表的大企業の取締役の 9人に l 人は女性である。また，これらの大企業の
平均取締役数は10名前後である。したがって，米国の代表的大企業はどこも女
性取締役が 1 名以上いるといった概算になる。中国においては，資産上位50名
のうち，女性が 5名を占めている。 10 名に 1 人の割である。特に，そのうちの
1 人の女性は 6 人の子供を持ち，出産・育児を前向きに解決し，社会的成功を
納めた事例として知られている。この中で，特に知識が支配的になってきた20
世紀末においては，前述したように女性にとって有利な職務・社会環境が登場
してきている。いいかえれば，女性が世界を変えてきていると結論づける。次
に，伝統的な就業形態との比較をとおして，知識経済的な就業形態への変イじを
考察してみよう。
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知識経済による伝統的な就業形態の転換
21世紀における知識経済の時代は，伝統的な就業形態に重大な転換をもたら
すと考えられる，これは就業の革命ともいえるものであり，下記の特徴を持っ
ている。農業経済の時代と工業経済の時代は，物質資本，貨幣資本が主な労働
要素であった。それに対して，知識経済の時代は，知識資本の比重が大きく，
その知識資本の利用によって，経営資源，労働，時間，場所，貨幣等といった
資本への需要を減らすことができる。知識資本が先進的経済の最も重要な資源
と財の中核となる。現在，その労働要素は，物質資本，貨幣資本から知識資本
へ転換しつつある。
① 知識経済の時代は，知能によって知識の創造と移転を行う就業者が有
利な地位を占めるようになる。労働力は，知識のウエイトが低い在来
型産業部門から，知識のウエイトが高いハイテク産業と知識を基盤と
したサーどス業へと大規模に移転しつつある。根本的な就業構造の進
化が実現しようとしている。
② 知識経済の時代は，工場の現場で働いていた従業員が機械に取って代
わって，その就業率が減少した。その逆に，労働市場においては，高
度な専門能力をもっ知能型労働力の需要がますます増加していく。こ
の代表的な事例であるハイテク産業は，関連産業の発展をもたらし，
同時に大量の雇用機会を創出した。つまり，雇用機会は現在の企業に
おいて減少し，新たに電子商取引等の産業で直接雇用が創出され，トー
タルには雇用数が増加する（注 10）。
③ 知識経済の時代は，労働の性質と職能が根本的に変佑し，高い知能と
創造が要求される。知能人材（人的資本）が資本の中で最も重要な要
素となる。そのため，雇用面でも高い知識が要求される知能人材に需
要が集中する。すなわち，就業傾向は伝統的労働から知識と技術的な
労働へと転換しているのである。
したがって，知識経済において，女性が新しい知識，技術を習得し，
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労働の資質を高めることができれば，就業革命に対応した新しい就業
機会を得ることができる。
④ 知識経済では，勤務が多様になり，まず情報通信他によって仕事の家
庭イじが実現しやすくなる。次に，仕事の自律性・自主性，多様性が高
まるなかで，就業者が個性を発揮しやすくするため，弾力的な労働時
間制（フレックス・タイム制等）が大幅に導入されようとしている。
その結果，女性は柔軟性のある労働時間制度で，国家において人類の
生産（出産と育児）と社会における生産の両立が無理なく実現できる。
そうして，女性は公正で，合理的，謂和的な労働環境のもと積極的に
自己実現をすることができる。知識経済時代はヒューマニズムが強調
される時代ともいえる。
欧米日の社会はサイモンの情報処理モデルで説明されてきた。 このモデルは，
基本的にはもっとも優れた 1 人の人間がすべての意思決定を行い，他の組織構
成員はその伝達と実行を行うにすぎないといった理念型で表現できる。フォー
ドの創業者へンリー・フォードと T型の巨大工場は，その体現者と理念型工場
であった。また，米国の大企業モデルは大陸横断鉄道の時間どおりに，すべて
の列車と構成員を縦横に動かせるシステムとして，巨大な階層型モデルとして
登場した。この 2つのモデルのもっとも協力的かつ同質的組織構成員が男性で
あったと思われる。この 2つのモデルは異質な人材の混在を本質的に拒否する
可能性がある。
上記の 2つのモデルにおいて，女性を組み入れる試みは，米国，欧州，中国・
ロシアで異なる方法で行われた。米国においては，男性に対する挑戦的存在と
して，その場を要求した。欧州、｜においては，伝統的価値観を女性に合わせて変
化させるといった静かな変イじであったと思われる。これらは社会保障と連動し
た変イじであった。ロシア（ソビエト連邦）においては，計画生産と大量生産方
式の米国からの学習の影響もあって，量産を担う労働力の確保であり，その発
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展としての標準的な作業者と購買者の形成の手段としての女性，その大工場の
インフラとしての女性の労働力イじであった。中国はこのロシアに続く成功例で
ある。
どのシステムも女性の活用といった視点では21世紀を迎えるにあたり成功と
はいいがたい。欧州は雇用と社会保障のジレンマ，ロシア，中国は前述したよ
うに市場経済他のなかでの試練におかれている。米国はもっとも成功したモデ
ルと考えられるが，その成功は知識経済を中心としたニューエコノミーの成功
の反映とも考えられ，今後多〈の問題を残しているとも考えられる。基本的に
女性の存在は，サイモンモデルの異質な存在を拒否する構造に，拒否される可
能性を常に残しているとも考えられる。
サイモンモデルの次のモデルとして登場したのが，野中郁次郎である。この
モデルは，基本的に知識創造の主体を，組織内に分散した。この時点で， 1 人
の伝達体系としての組織という概念は崩れたのである。ところが，この野中の
モデルはもっとも女性を受け入れない日本型企業の説明概念であった。
しかし，この組織内に知識創造主体を分散させるモデルは，異質な存在を内
包させるモデルであった。野中モデルは矛盾を内在していたのである。同質な
構成員を前提とした日本企業モデルから創られながら，異質な存在の受容をそ
の進化の方向としている矛盾である。このため，このモデルは異質な人材を積
極的に成長の糧とする企業に受け入れられることになった。 90年代における先
進的な特にシリコンバレーを中心とした欧米日の企業に受け入れられた。知識
経済，知識創造型企業，分散型意思決定組織として，広＜ 21世紀のモデルとな
る可能性がある。
前述したように，このモデルを発展的に受け入れ，女性資産を活用しうる構
造への転換の可能性について，中国・ロシアが研究の対象になる点についての
裏付けの一つはここにあると思われる。
異質を前向きに捉える構造として，相互進佑モデルを構築することができる
と思われる。男性の代替，男性とのゼロサムによる社会ポストの分割といった
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ネガティブな視点を前向きに解消し，「パイを大きくする男女の意思決定にお
ける連鎖構造」の実現である。女性による問いかけ，男性による問いかけの連
鎖が， 新しい知識の創造につながる職場は欧米日において次々増加している。
中国，ロシアの男女平等型社会はこの点では欧米日よりはるかに先駆的であっ
た。コンテンツ的に極めて優れた創造を行う存在同士はその競争的な関係で成
長しあうことができる。
企画，研究部門でアイデアを次々だしていく女性が増加している。このよう
な女性がもっとも創造力を発揮しやすい環境は，相E進イじの目標，鋳型となる
パートナーに恵まれることが重要である。その成長の鋳型であるパートナーと
の関係は，単なる補完的関係を超えて，相乗効果，相互学習，相互創造をもた
らすとき，それは相E進佑の関係であると思われる。欧米日において，創造し，
相E進イじする女性の条件を考えてみよう。中国，米国，欧州，日本における創
造的な女性は，事例として，下記のアージリスの成長概念で説明できる存在で
ある。
一方，今後は，男女とも労働力の市場経済佑，デジタルイじの進行により，職
務の知識化によって，専門性を常に間われようとしている。これは，職務，ビ
ジネスにおける必然的な過程である。専門的存在として，高いコンテンツを醸
成することが市場経済佑，知識経済佑の重要な要件である。このような組織構
成に対する人事機能への要請は当然変佑していく。これは，アージリスの下記
の概念に対応するものである。
アージリスは人聞を“発展する有機体と規定し”正常な組織構成員は 7つの
以下の次元において成長の傾向を示すと指摘している。
(1 ）受け身の状態から能動的積極的になっていく傾向。
(2）他人に依存する情況から独立の状態に発展する傾向。
(3）数少ないわずかの方法でしか行動できない状態から，多様な方法で行動
できるようになる傾向。
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(4）その場限りの浅い興味から，無限の深い興味を持つようになる傾向。
(5）短期の展望から長期の展望ヘ発展する傾向。
(6）組織の中で従属的地位にいることから，同僚に対して同等または上位の
位置を占めようと望む傾向。
(7）自己意識の欠乏から，自己意識と自己統制を持った人間へと発展する傾向。
このような，成長傾向を持つ女性にとって，相互進化をもたらすパートナー
は“上司”といった専断的命令を発する存在であることは，必ずしも好ましく
ないと思われる。この点については，フォレットの指摘が，適切であると考え
られる。
フォレットによれば，強圧的に発せられる専断的命令は，下記の弊害を持っ
ている。これは上記の相互進化の関係をネガティブにし，女性の動機付けと成
長を阻害する。
①指示を受ける人々から獲得しうる貢献（提案・助言）を失う。
② 人閣の自律的欲求に反するために，発令者と受令者の間に摩擦を惹起し
やすい。
③ 自分の仕事への誇り，興味を失う。
④責任感を減退させる。
専門的に極めて優れた職能を持つ組織講成員にとっては，このような専断的
命令の弊害は特に顕著にあらわれると思われる。これは男女を問わない。特
に，知識経済といったコンテンツの競争力がその組織構成員の評価を決定的に
するシステムでは，専門能力の醸成と発展は，個人にとっても組織にとっても
重要である。例えば，一般に，専門職能的に優れた人間の職務は，ごく小数の
関連領域の専門領域を担当するものしか理解しえない故に，的確な指示を与え
ることは困難である。このことは逆に専門能力の高い個人への的確な職務の監
視が困難なことを示している。つまり専門的に優れた職能を持つ者は，積極的
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な組織行動をおぎなえば，経営管理者の予想を越えた成果を上げることがで
き，また，消極的に組織行動を行えば，誰にも気づかれず，誰からも否定的な
評価を受けることなしに，予想外の低い成果で職務を完結させることが可能で
あると考えられる。専断的命令は，このとき，高い専門能力を持つ存在には，
まったく管理上意味がないことになる。
したがって，女性を専門的に優れたコンテンツを持つ存在へと成長させ，相
互進イじのパートナーとして相Eに位置づけるには，専断的な命令は好ましくな
い。彼女は彼女自身の意思でのみ成長も相互進佑も可能であり，組織的意味づ
けが行えるのである。
フォレットは「職務はその職務において最もよく理解し最も意欲をもつもの
が最も大きな権限をその職務に関して持つべきである」と述べている。経営者
が専門家へ「的確な指示と評価」を与えるべきであるという考え方は間違って
いる，とフォレットは言う。同様に，女性が男性に，男性が女性に職位で専断
的に対するのは，知識経済イじでは合理的ではない。
この考えは，例えば，ゲームデザイナーとか研究職，営業職での女性を考え
てみよう。その女性は専門職として自分の仕事に責任を持って行っているのだ
から，その時，女性が自分の仕事に関してやりたいと思ったことを邪魔するこ
とは良くない，というものである。
現代における市場経済佑，知識経済イむのもたらす情報量・知識量の急増と複
雑佑，人間欲求の多様イじによるあいまいな情報の増加，それらに対応するに
は，職務は連続的に変他，進化しつづけなければならない。したがって，職務
は常なる未成熟にならざる得ない。この常なる未成熟への対応は専門性の極め
て高い組織構成員によってのみ可能である。これが専門職能への要請の正当性
である。
さて，現在，世界の市場経済佑，知識経済佑している多くの国家において，
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ニュービジネスに関してアイデアを出し，仕事を夢中になって行おうとする人
聞は他の人間には分からない独特の感覚を持っている。彼ら，彼女の感覚は凡
人には理解しがたい。この頂点の一人が例えば女性であり，優れた事業家，技
術者であるとしよう。相E進イじの対象としての管理者，例えば男性ははどのよ
うな形で，その女性ヘ対応すればよいのだろうか。
ニュービジネスで，優れた女性を活かしていない場をよく見かける。
管理者は，ニュービジネスを起こす女性技術者が理解できないとき，どのよ
うな行動をおこすか。一般には以下の二つが考えられる。その一つは，むやみ
に報告，会議を強要することである。それは組織の活動とは，まったく無関係
である場合さえあり，度を過ぎると専門職能を確立した女性の職務活動を妨害
し，彼女の管理者への信頼感を喪失させるものとなりかねない。ただ管理者は
単に知識を求めたいだけなのだ。女性にしゃべらせれば，管理が容易になるの
では，との思いこみで会議・報告を繰り返すだけなのである。しかし，ニュー
ビジネスを創造するような優れた感性をもった女性の話を凡夫がいくら聞いて
も時聞の無駄である。
もう一つは，予算と人事権の乱用である。これは女性の意欲を削ぐだけでは
なく，無理解に行為によって，せっかくの職務システムを破壊してしまうこと
になりかねない。予算と人事権の乱用によって経営管理の主導権を回復しよう
という試みは企業全体の活力を低下させる。知識経済化での創造は，男女を間
わず，鋳型を交互に目標とし，スパイラルに繰り返される相互進イじが合理性を
持つのかもしれない。また，女性と男性がそれぞれ，相互進イじをしながら，社
会を創っていく，そのような社会，企業の姿が21世紀かもしれない。
7. 結語
本研究は，市場経済の中での女性の失業問題，その中でも，特に世界でも稀
有の男女が対等である中国，ロシア経済の崩壊，新たな方向としての知識経済
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イじ，これらの変佑をうけて，世界経済の中で女性の占める役割の史的考察を行
うことを目的としてきた。本稿では特に，中国，ロシアにおいて，復古的女性
雇用が提唱される背景を取り上げた。この問題は中国，ロシアの政治・経済・
社会制度の今後に関わる大問題である。この復古的女性麗用像がその多
くをかつての日本企業に求めており，その比較対象として欧米があげられてい
るのは明らかである。米欧日では大企業の中での女性の雇用を多くの論者は問
題としてきた。しかし，現在の中国，ロシアでは，それは国家的かつ民族の将
来を問う問題なのである。雇用はすでに大企業だけで論じうるものではない。
これらをふまえて，経済発展段階における女性における組織価値の変佑の国際
比較を試み，各国の成功モデルを分析する中から，経済発展にともなう女性の
組織価値の変イじを史的に考察した。
注
注 1 ) 改革開放時代になってから，戸籍制度にも弛みが出始め，豊かさと就労のチャンスを求
めて，都市部に多くの農村からの出稼ぎ労働者が転入してきた。 1996 年，このような流
動人口は8200万人，さらに 2000年になると1. 5 億人になると見込まれている。
注 2 ) 1998 年に閣内の労働問題の焦点は，言うまでもなく「下樹」と呼ばれる固有企業労働
者の一時帰休である。国有企業が現代的企業制度を導入した結果等で， 1998 年公表され
た都市部の失業率は 3.3% （実際は 6 か 7%に上る模様）で，実質的な都市部失業人口は約
1100 カ＞1250万人と内外専門化は見ている。これは建国50 年来最高というべき記録である。
なぜ，急にこのような高失業の状況が中国で起きたのであろうか。
注 3) 中国は1970年代末から「一人子政策」により人口増加の抑制に努めてきたにもかかわら
ず，現在の中国の15から 64 歳の人口は約 7 億人（世銀統計）で，この膨大な就業適齢人
口は雇用政策への大きな圧力となっている。
注 4 ) 1990 年代に入り農業部門がかつてのように大量な労働人口を吸収できなくなり，新
規労働者受け入れの主力は第二次産業に移った。しかし，既に20年間の改革開放を経て中
国経済は，かつてのような「物不足」時代から「生産過剰」，「供給過剰」の時代へと変化
した。
注 5) 朝日新聞1999年11月 2 日
注 6) 中国では難航する固有企業改革を推進するため，少数の重要・基幹産業の精鋭化を図
り，固有企業が民間や外国の資本を積極吸収する一方，私有経済をともに発展させて，国
民経済全体の中の固有経済において比率を引き下げる 2010 年までの長期計画を策定した。
『瞭望』（20 日付）によると①宇宙，核エネルギー，交通，通信など国の安全に関係す
る企業の株はすべて国が保有②石油化学，自動車，電子，建築など基幹産業は留が筆頭株
主③その他の企業は国が一定の株を保有④中小企業の絶対多数は民営化ーーなど大胆な
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「投資主体の多元化」を進めるとしている。
香港報道によると，この結果，国有経済の比率は今後 5年以内に現在の 50%から 25%
に減るという。
注 7) ハウスクリーニング，つまり家庭の掃除を代行してくれるビジネスが今，伸ぴている。
女性の社会進出や共働き世帯，高齢世帯の増加にともなって，ニーズが広がっている。米
国では，このような都市型労働集約サービス産業が，雇用を吸収しているという指摘があ
る。日本でも家事のアウトソーシング外部委託という考え方が生まれ，女性を中心に起業
や雇用の受け皿になっている。市場フロンテイアである家庭をめそる新規事業が，さらに
生まれる可能性がある。『社会経済生産性新聞』 1999年10 月25 日
注 8) 朝日新聞1999年10月26 日
注 9) 調査は中国，シンガポール，フィリピンなど日本を除くアジア八か国・地域の11都市に
住む 15 歳から 39 歳までの女性を対象に面接して行った。対象都市の中で女性の所得は
ジャカルタに次いで低いベトナムのホーチミン（月収120 ドル）では， 31%が「家庭重視」
志向に該当し，各都市の中で最もその割合が高かった。「ハイクラス」志向は，最近にな
って経済成長の著しい広州などに多くみられ，こうした都市より成長の歴史が長いク
アラルンプールになると， 3 人に 1 人がキャリアウーマンに憧れる傾向がみられた。し
かし，台北，シンガポールなど月収が千ドルを超える都市ではキャリア志向が10%台に激
減。「クール」に分類した「個性的かっこいい」などタイプが 3割以上に上った。
注10) 日本通産省と米アンダーセン・コンサルテイングの共同調査により，インターネットを
使った通信サービスや電子商取引などの「情報技術 (IT ）革命」に伴って，構造的な
過剰雇用が削減されるなどのため， 2001 年には全労働力の 1%に当たる 59万人が失業す
る恐れがある。しかし， 2004 年までの類計でみると，雇用の創出から削減を引いた純増
分として 13 万人が見込まれるとしており，調査は「一時的な痛みは覚悟して，構造転換
を進めるべきだ」と指摘している。「電子商取引」による雇用創出分としては105 万人J情
報通信産業による雇用創出」では 76 万人を見込んだほか，情報化以外による雇用創出も
加えて， 5 年間で計367万人が新たな雇用機会を得るとしている。
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